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エンパワメントとしての英語力とジェンダー
多学問的視座からTESOLへの示唆
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はじめに

　第二言語教育分野では，第二言語を学ぶ機会を与えるということは語学力という技能だけで

なく，今後その語学力を通じて精神的・経済的に自立して生きていく力を与える（empower）

ことである，という認識が浸透している［Cummins　2001］。特に移民への第二言語としての英

語（ESL；English　as　a　second　language）習得支援プログラムに関して，この認識が強く反

映され，実践と研究が並行して進められている。多民族・多言語主義を掲げ，移民受け入れに

寛容であるといわれているカナダでは，ジェンダーからの視点，特に宗教的・文化的理由によ

り厳守されている性役割にも注目し，家庭で祖国の言語・文化を子供たちに伝承していく役割

を一手に担っている多くの移民女性たちが，エスニックコミュニティから1歩も外で出られ

ず，外の英語の世界から遮断されている状況に置かれていることについての調査・議論・提言

が相次いでなされている［Goldstein　l995；Kouritzin　2000など］。　Goldstein［1995386］は見

ず知らずの“so　many　boys”がいるという理由で，英語学習教室へ通うことを父から禁止され

ている女性の例を示したが，多くの移民女性たちが英語習得の重要性を十分理解しているもの

の，それぞれの家庭において葛藤や複雑な問題を抱えており，英語教育プログラム提供者が思う

ほどその恩恵を簡単には受けること．ができない現状が明らかにされている［Skilton－Sylvester

2002］　．

　逆に，以上のような「失敗事例」的な研究が多すぎるとして，移住後の英語習得によって，

男性優位の家庭環境が逆転したという「成功」事例研究［Gordon　2004438］も発表されている

（“ln　fact，　many　studies　have　underscored　the　limitations　that　women　encounter　when

accessing　second　language　resources，　and　they　have　neglected　the　sociocultural　changes

that　could　expand　immigrant　women’s　opportunities　for　second　language　socialization．”）　．

しかしながら行政側・教育者側の間では，そういった「成功」を目指しながらも，英語がその

学習者たちに将来へのパワーを：与える（empower），つまりエンパワメント（empowerment）

である，という画一的なズローガンを一方的に学習者に押し付けるのではなく，．政策やカリ

キュラム構築の前にまず，個々の学習者の置かれている状況を踏まえることが不可欠である，

という意見が支配的である。

　一方白本では近年，外国人女性教員主導の元，日本人女性（学生，社会人，主婦層など）が，

英語力を通じて心理的・社会的活力を得らえるように支援するための試みが，授業や市民講座

などの形でなされている［McMahill　1998；Simon－Maeda　2004など］。　McMahill［199824］

はフェミニズムを枠組とした英会話教室（“feminist　English　class　aimed　at　your　empower・

ment”）を開催することによって，参加者の日本の女性たちが自由な議論に英語で参加し，そ’

の過程で活力を得ていくことを目指した。しかしこのようにアメリカ人白人女性英語教師の指
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導の元，英語学習の機会を利用してフェミニズムを学ぶ，という英語学習そのものよりも議論

重視の取り綿みにおいては，タ性受講生の人生・進路にどのようなつながりを提示できるのか，

という点はあいまいにされたままであるが，この点については問題視されていない［Norton＆

Pavlenko　2004］。逆に，そういった授業完結型の取り組みとは対照的に，明確に，英語を女性

のキャリアアップや転職のためのエンパワメント，として商品化し，学習後の具体的なステッ

プアップを宣伝する英語教育産業からの影響力はますます増大するばかりである。

　本稿では，日本で多くの女性が英語を学問や職業として選択することを希望していることに

注目し，その背景と選択に伴う現状を考察する。前半では女性の英語選択に関する関連文献を

概観しながら，「英語力＝女性のためのエンパワメント」という発想と現状とのズレを指摘す

る。後半ではジェンダー研究の歴史が長い社会学や心理学からの理論を踏まえながら，女性の

英語選択の社会的・教育的・心理的要因を考察する。最：後に英語教育に携わる研究者・教育者

たちが「英語力＝エンパワメント」スローガンに流されている感のある現状の中で，英語教育

者・研究者側としてとるべき方向について提言する。

問題背景：「英語力＝エンパワメント」という理想と現状

　近年文部科学省は「「英語が使える日本人」の育成のための行動計画』［文部科学省2003］を

まとあたが，その1ページ目で「日本人全体として，英検，TOEFL，　TOEIC等客観的指標に

基づいて世界平均水準の英語力を目指すことが重要である」としている。またTOEICなどを

英語担当教員の採用選考［5］だけでなく，大学入試・高校入試でも「一層の活用を促す」

’［10］，としている。政府が各種民間英語検定試験を推奨している中で，当該協会や英語教育産

業が英語力や英語検定試験をこぞって，「率先力」，「実力」，「キャリアアップ」［山本2003など］

に結び付けるのは当然の流れといえる。対照的に，政府の方針や巷にあふれる英語関連広告に

全く言及されていないことが，今の日本社会ではたとえ「世界平均水準の英語力」を自力で習

得したとしても，性別や結婚状態などによって期待できる恩恵が異なっている，という現状で

ある。

　2004年3・4月に実施された，大手企業35社の新入社員1，806人と東証一部上場企業人事担

当者77人を対象とした調査［ウィル・シード2004］では，両対象者にそれぞれ「今後3年間で

身につけたい能力（スキル・資格等）」と「貴社の能力開発において興味のあるテーマ」につい

て複数選択してもらった。選択肢は語学力，プレゼンテーションカ，問題解決能力，など14項

目であった。その結果，「今後3年間で身につけたい能力（スキル・資格等）」として最も多く

の新入社員が選んだものは「語学力」であったのに対し，「貴社の能力開発において興味のある

テーマ」として最も多くの人事担当者が選んだ能力は「マネジメントカ」であり，「語学力」は

14の項目中最下位から2番目の13番目であった。

　新入社員が抱く語学力へのイメージと，現実とのギャップは，OLを対象にした調査からも

明らかになっている。全国のOL429人に行った調査（回答数383人）［東京生命保険相互会社

1997］によると，「Oしの生かされていないキャリア」の第1位は「英検・英会話」（全体の13．8％）

であり，「海外経験」も第6位（4．18％）に入っていた。自由記述からの結果によると，「希望

する企業には入れず，とりあえず就職はしたがやる事といえばコピーとお茶くみ，電話番の毎、

日，と答えた方がほとんど」で，「せっかく身につけたキャリア。忘れないように仕事に生かし

たいが，誰にでもできるような一般事務だけでは，あの頃の苦労が無駄になってしまう，と
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いった回答が中心」であった［東京生命保険相互会社19971082］。

　さらに，TOEIC採用企業・団体2，096社への調査のうち回答があった763社からのデータに

よると，TOEICを昇進・昇格の要因にしていζ企業は14％（104社）と「きわめて少ない数字」

［TOEIC運営委員会20012］であった。　TOEICのスコアを，40．9％（312社）が「英語研修の

成果測定の評価基準」として，41．8％（319社）が「海外出張・駐在・留学の基準」として利用

している，と回答している一方で，別の調査’ mShire　2000］からは，研修や海外駐在の対象者が

通例ほとんど男性社員であるため，女性社員が自主的にTOEICにて高得点を獲得することで，

昇進や海外派遣のチャンスをつかむ可能性はまだ限られている，という結果が報告されている。

　これらの謁査結果は，海外出張や駐在などで自分の英語力をいかすチャンスが増えている男

性技術者・幹部候補社員とは違い，一般事務職，特に女性一般事務職員にとっては，英語検定

やそのスキルが評価されず，趣味・教養のまま終わうてしまう可能性が多いことを示している

［小笠原1998；Ogazawara　1998（英訳版）］。事務職だけでなく管理職にある女性にとっても厳

しい日本社会［Renshaw　1999］から飛び出し，海外留学，現地就職，外資系企業への就職，な

どに選択肢を見出そうとする若い女性の数が増加しつづけていることが統計から伺える：怯務

省大臣官房司法法制部［2000］によると，1999年に渡米した20－24歳代の女性は38万4，424人に

及び，同じ年に渡米した同世代の男性の数（18万8，090人）の2倍以上である。2S－29歳代の女

性の渡米者数はさらに多い52万7，313人であり，同世代の男性の渡米者数（34万6，258人目の1．5

倍である。このなかには旅行者だけでなく，高校または大学卒業後すぐに，あるいは数年の会社

勤めを経てから新たな可能性を目指して渡米した女性も数多く含まれていることが推察できる。

　英語圏の大学・大学院で学ぶ若い日本女性に焦点を当てた研究が発表されているが［Habu

2000　’；Matsui　1995；西尾1999］，インタビュー・データを収集したそれらの研究の中で，日本

の職場にいたままキャリアアップを目指すことに限界を感じた女性の声が引用されている：

“1　was　appointed　as　ittPansholeu　at　a　bank　after　my　graduation．　1　soon　realized　that

my　work　status　did　not　have　much　potential．　Once　the　salary　went　up　to　a　certain

level，　it　wouldn’t　rise　very　much　more．　1　felt　that　if　1　stayed　at　my　company，

everything　would　be　the　same，　and　1　wanted　to　do　something　different．”　［Habu

2000　57］

　ただし大学院留学や外資系への就職を選択肢のなかに持っているこのような女性たちは，学

士号や修士号などの学位，中級レベル以上の英語力，ある程度の資金力，さらに家庭からの理

解・支援などを得ているという面において，非常に恵まれた層である。「英語をいかした職業」

など資格や専門性にこだわる女性層は，このように短大・大学・大学院卒などの高学歴層に

よって形成されており［Sim6n－Maeda　2004］，同じOしという事務職に就いている中卒・高卒

の女性層とは異なる。キャリア発達論の観点から，柳井［200・1133］は「学歴が高い女性は，

職業選択op希望として自分の資格や専門性を活かせうことを重要視している傾向があるため，

企業側の能力活用と能力評価に誤差が生じることになる」としている。短大・大学等で英語を

専攻した，という学歴認識がなくては，いくらメディア等が英語とエンパワメントを盛んに結

び付けても，「英語をいかした職業」への転職・再就職を目指すという行動は起こさない，と考

慌られる。逆に，英語専攻といった学歴を有する高学歴層は，英語力をいかした専門職などに

固執する傾向にあり，そのために通訳・翻訳など特定の選択肢だけにしか目を向けず，結果と

して厳しい現実に立ち向かわざるを得なくなる。柳井［2001133］は「学歴が高い方が再就職
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率は低い」という現実の背景には，夫の学歴の高さやそれに伴う経済的余裕などだけでなく，

「育児終了後の労働市場が大きく異なるため，本人の望む仕事とのミスマッチが生．じゃすいた

めではないか」と考察している。，

　学士号以上の学位を持っていない女性や，家庭から理解・経済的支援を得られない多くの女

性たちにとっては，職場において女性差別などの現実に気付き始めても，まずはOしという事

務職に身を置きながらある程度の貯蓄，身分，所属場所を確保し，その間に今後のことを考え

る，という以外に選択肢はあまりない。関西の私立女子短大にて参与型フィールドワークを

行った松井［1997134－135］は，偏差値の高くない短大で学ぶ「彼女たちが「とりあえず」事

務職をめざすのは，それが女性に開かれた職種があまりにも限られている現在の社会で，最も

てっとり早く就くことのできる仕事であるからにすぎない」とし，「就職難で現実的には事務職

にしかつけなかった学生は「『寿退社』をせまられる前に，なんとか資格を身につけて転職をeJi

かりたい」［136］，と記している。しかし，仕事帰りの学校通いで取得できるレベルの英語関連

の資格やスキルなどが，思っていたほどの力を発揮しないのは，上記の企業調査などから得ら

れたデータが暗示する通りである。

　また時間的・金銭的余裕があり，海外に渡航できる女性たちにしても，30歳を過ぎると事情

が異なってくる。29歳代までの世代では女性が男性よりも1．5～2倍以上多く渡米しているの

に対し，30歳代以上では男性渡米者が女性を上回り，男女差がなくなる55歳代以降まで男性優

位は続く［法務省大臣官房司法法制部2000］。これは30歳を過ぎた男性たちが出張などの理由

から渡米する機会が増える一方で，女性たちは海外出張とは縁のない仕事，育児などに追われ，

20代のように渡米する時間的，金銭的余裕がなくなっていることが，男女比逆転の背景にある

と考えられる。

　以上のような，日本社会における性差別や性役割については，メディアや教育現場でも一般

的に取り上げられるようになっている。しかし大学進学を目指す女子中学・高校生，また短大

を含めた女子大学生や大学院生，さらに学士以上の学歴を持つOしたちの多くが，エンパワメ

ントとしての英語の可能性を信じ続け，英語を選択する傾向は根強い。以下では，その背景を，

発達心理学，教育心理学，認知心理学，教育社会学などの知見を踏まえながら，考察していく。

問題考察（1）：女性による英語選択の社会的・教育的・心理的要因’

　発達心理学における研究成果によると，進路選択に影響するのは，特定の選択が「自分に達

成できるか」という自己効力感や自分の性役割に合致したものであるか，という要素だけでは

なく，「自分にとってその進路は努力に見合う価値があるのかどうか」どいう主観的達成価値観

（subjective　achievement　value）も進路選択の大きな決定要因だという［Eccles　1994］。この

理論によると，日本の女子生徒・学生の場合，数学などの理系に比べ，英語を選択したほうが

将来努力に見合う結果が期待できる，つまり進学，就職，結婚などに有利だと多くの女性が判

断し，英語を選択すると考えられる。また成功への不安（fear　of　success）という関連概念によ

ると，男性性と結びつく進路を選択しても十分に成功する可能性がある女性は，しかし成功す

ることで周囲から女性性にそぐわない人物だとして否定的に見られることを恐れ，そのために

結局その進路選択をあきらめてしまうことが報告されている［Leder　l982］。数学などの理系科

目が得意な女子生徒が文学部を志望する一方，それとは対照的に理系科目が苦手であっても理

系分野を志望する男子生徒がいることが珍しくないことは，主観的達成価値観や成功への恐れ
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といった理論の裏付けともいえる。

　女性のライフスタイルの変化と，変わらない再就職への壁も，女性の英語選択の追い風に

なっているといえる。ほとんどの中流家庭出身女性は，短大・大学卒業と同じに即結婚するの

ではなく，まず就職して当然，という意識を当人も社会も持っている。しかし当人が結婚後・

出産後も働きっづけることを希望しても，企業や社会では女性は就職後数年で寿退社すべきと

いう考えが根強くあり，育児支援制度も広報向けのみで実際には機能していない場合が多い

［小笠原1998；熊沢2000］。家庭と仕事の板ばさみになっているそのような女性にとって，

キャリアアップ・ステップアップを達成できると謳われている「英語をいかした職業・資格」

は主観的達成価値観が高い。英語力そのものが問われる一方で，学歴，職歴，結婚状況，子供

の有無年齢など，通常の転職や再就職では大きな障害となる条件があまり問われない「英語

をいかした職業」は，英文科卒の女性などにとって大きな魅力と映るはずである。実際，就職

前の女子大生よりも，転職やキャリアアップを目指す社会人女性と，子育てに一区切りつき社

会復帰を目指す専業主婦；の2タイプに属する層が通訳・翻訳学校などの英語専門学校に多く

在籍しており，そのような女性を「応援」するプロの女性通訳者・女性翻訳者による書籍やそ

の改訂版が相次いで出版されている［青山2002；安井1999コ。見事にキャリアアップを果た

し，現在は通訳者として活躍している元専業主婦による自伝［青山2002］や，キャリアアップ

や転職を果たした人たちの写真とコメントを，英語教材広告のあちこちで目にしているうち

に，「自分にもできるかも」と考えるようになることは想像に難くない。

　教育心理学における，進路選択に対する自己効力感（Career　Decision－Making　Self－Effi－

cacy）［Taylor＆Betz　1983；廣瀬1998］理論や研究結果によると，自己効力感（self－effi－

cacy）という，‘進路の選択過程において必要な行動に対する遂行可能感の度合い’が進路決定

に大きく影響するという。これらの研究では，女子生徒・学生たちの多くが，伝統的に英語な

どの人文系の進路・職業選択をする背景には，理系という伝統的に男性向けの進路に対しては

自己効力感が弱く，「私には無理」，と判断することが指摘されている。逆に，教育機関，産業，’

メディアなどから強力に発信されっづける「女性のためのエンパワメントとしての英語」，とい

うスローガンの影響を受けている女性にとっては，英語を選択することはスキルアップ・キャ

リアアップへの安全な保障された道であり，「私にもできるかも」，と英語選択に対する自己効

力感が高まりやすい状況にあるといえる。

　また認知心理学的アプローチからのジェンダー・スキーマ理論（Gender　Schema　Theory）

［Bem　1981；伊藤1997］によると，われわれは「自己の性別とパーソナリティ特性のジェン

ダーを照らし合わせて，自己の性別と一致するジェンダーのパーソナリティ特性だけを自己概

念として受信する」ために，「男性は男性性を，女性は女性性を持つと仮定される」［伊藤1997

397］。多くの女性の英語選択背景には，女子生徒・女子学生自身が，学校，社会，メディアか

ら様々な形で発信される英語のイメージに女性性を見出し，自分の性別と一致すると認知し，

その結果英語を選択する，という　‘性的社会イビ　［藤崎1995］があると考えられる。イギリス

で行われた研究においても，女性性とマイナスの相関関係にあるのは体育，プラスなのは音楽

や人文科目である一方，1男性性とマイナスの相関関係が報告された教科は英語であった［Col－

ley　1998］．

　以上のような心理学理論とは異なり，教育社会学では学校という組織そのものに注目し，学

校が女子生徒・学生が英語を選択しやすい環境として機能している，と理論づけている。ジェ

ンダr・トラック理論によると，生徒たちは学校という組織のなかで，「社会の性役割観」の影

響を受け続けることで，男女がそれぞれ社会規範に沿った進路選択をするようになるという
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［中西1998］。平成14年度大学（国立99校，公立75校，私立512校）に設置されている外国語学

部を受験した6万5，325人の高校生のう‘ち，女子は4万5，557人であり，全体のほぼ70％であっ

た［文部科学省2002］。設置数においても，人気においても，英語が第一位の外国語であるこ

とは言うまでもないが，1 ﾀられたエリート校や専門性の高い機関を除き1最終的にはOしなど

の「行きづまり職（dead－end　jobs）」に結びつきやすい英語を，女子大学や女子短期大学の英

文科に象徴されるような大学教育機関で選択する女性が多い背景には，英語という教科・言語

そのものに対する興味だけでなく，「学校が性役割観に基づく選択・配分装置」［中西1993

131］として機能し，女性が英語などの人文科目を進路として選択しやすい環境を提供している

ことが考えられる。

　日本の進学校における「進路指導」は「受験指導」とほぼ同一視され，教育産業から配布さ

れる進路・受験・大学資料がその指導の重要参考資料として利用される。たとえばある資料に

は，「外国語学」の「関連する職業」は「国際公務員，ツアーコンダクター，キャビンアテンダ

ント，外交官，翻訳家，通訳，日本語教員，観光ガイド」，と記述されている［ベネッセコーポ

レーション200156］。外交官や国際公務員以外はすべて女性が占める割合が高い職業である。・

しかしこうした資料だけからでは女子生徒が知ることはできない現実は，大学・短大で英語を

専攻しても英語力を全く必要としないOしなどの事務職に就く結果になる女性が多数派である

こと［東京生命保険相互会社19971082－1084；Lambert　2001］，英語をいかした職業の代表例

として常に挙げられるバイリンガル秘書，通訳・翻訳業は収入面・雇用面で不安定性であるこ

と［Weathers　2001］，そしてなによりも，女性が英語力を主なエンパワメントとし日本企業社

会でキャリアアップしていくことの難しさ［Turk　2000］，である。これらの事実をあいまいに

したまま，女子生徒・女子学生をターゲットにし，資格・就職・キャリアを強調する宣伝文句

や学校紹介内容を配布し続けている限り，「学校が性役割観に基づく選択・配分装置」として機

能し，英語力に関してステレオタイプ的思い込みを学習者に植え付けている側面は否めない。

問題考察（2）：女性による英語選択に関するTESOL研究

　英語産業や企業などから，「英語力」を国際社会での「率先力」，「実力」，「仕事力」，「キャリ

アアップ」など様々なパワーの源，というメッセージが次々と打ち出されている一方で，伝統

的に女性に人気のある分野である英語を専攻した女性が，実際に社会でどのようなパワーを獲

得しているのか，についてTESOLやSLA（Second　Language　Acquisition）研究からの知見

はない。このような状態では，女性が英語方こそが心理的・社会的・経済的エンパワメントで

ある，と安易に信じやすいことは当然ともいえる。教育社会学，教育心理学，発達心理学といっ

た関連領域か．らは，女性の進路選択に関する多くの有益な知見が蓄積されているにもかかわら

ず，それらの知見を踏まえたTESOL／SLA研究がほとんどなされないのはなぜであろうか。

　根本的な要因は研究の目的op違いである。心理学，社会学，さらに数学・理科教育などの教

科教育学におけるジェンダー研究が，問題指し改善を目指しているのは，理系分野へ進出する

女性の比率の低迷である。一方，第二言語教育者・第二言語教育学研究者にとっての主要な課

題は，第二言語・第一外国語の効率的な学習・習得に貢献する教育・研究を目指すことであ

る。第一言語習得学から派生し，第二言語習得プロセスとメカニズムの解明を目指し，実証・

理論研究に教育的示唆を必ずしも求めない，第二言語習得学・応用言語学研究者は一線を画し

てはいるものの，GLL（Good　Language　Learner）研究に代表されるように　［竹内2003；
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Takeuchi　2003］，第二言語習得の達成に究極の関心があることには変りは無い。

　このように応用言語学関連分野においては，外国語学習への積極的態度育成は目標・理想で

あり，その態度が見られない多くの場合に，その事態を改善するための実践・研究の必要性が

認識される。したがって，女性のほうが男性よりも第二言語学習に積極的な態度を示すことに

ついては，よくみられる傾向として受け止められるに留まり，問題視はされることはこれまで

なかった［Bergvall　1999；Ehrlich　1997；Sunderland　2000］。逆に，英語圏へ移民した女性が

移住支援の英語学習プログラムへの参加をやめた場合［Norton　2001］など，消極的・否定的態

度が観察される場合に研究が盛んになされる。日本女性が英語学習において男性より積極的で

あり，英語圏の人文科学系大学院へ留学する日本女性が目立って多いことは，現地の教授陣の

間でも興味深く認識されていた現象であるが［Kobayashi　2002］，国内外でその背景を探る研

究がなされなかったのは，日本女性たちの英語学習・海外在住への積極的な態度は，第二言語

教育者・研究者たちにとっては研究課題として問題とすべき態度ではなかったからであった。

同様に，社会心理学を理論的枠組とする第二言語学習態度・動機研究の多くは，その変数に統

計的に有意な男女差が見られることを報告していたが，その原因についてさらに研究をしてい’

る例が少ない傾向が未だに続いている［Ellis　1994］。実際に男子生徒が女子生徒に比べ，第二

外国語学習に消極的であることを問題視した研究者たちが行ったイギリスでの研究において

も，結局男女差が統計的に有意であることを確認したのみで，研究のきっかけであったはずの

その男女差の解明としては，短い推察的な記述がなされているのみであった［Powe11＆Bat－

ters　1985］o

　近年ようやく海外では，ポスト構造主義を理論的枠組とし，男女差の背景を特定の社会コン

テクストに根ざして考察する質的研究が増加しているが，それらの様々な研究結果から，女性

学習者が置かれている教育的，社会的，文化的状況を多面的に考察しなくては，学習態度を理

解できないことが裏付けられている［Davis＆Skilton－Sylvester　2004；Pavelenko＆Piller

2001］。．TESOL，第二言語教育学，第二言語習得学，応用言語学などの分野に属する研究者・

教育者たちが，年齢などと同様に性別を単なる統計処理上に必要な，固定された説明変数と位

置付けてきた見方から抜け出し，ジェンダーアイデンティティは性社会化過程の．なかで個々の

社会の中で構築され，常に変動している被説明変数だ，とする見方を研究や教育に取り入れ始

めていることは進歩である。しかしながらその一方で，以上のようなジェンダー研究の土台と

なっている，英語という特定の言語が女性という特定の集団に力を与える（empowerment），

という見方そのものに対して，批判的な検討はなさられていないのである。

　13年ほど前に提唱された英語帝国主義論［Phillipson　1992］を発端に，英語が今世紀に獲得

した，他の言語の追随を許さない圧倒的な優位性を問題即し［Pennycook　1994］，英語学習者

のみならず英語教育関係者・応用言語学者たちの責任について批判的に指摘する議論が盛んに

なった［Skutnabb－Kangas＆Phillipson　1995；Tollefson　1995］。日本でも英語ネイティブ信

仰論，日本人英語学習症候群，といった議論が盛んになされ［大石1990；津田1991］，世間で

も注目を集めた。しか．しながらその議論の中で，．日本女性の間に特に見られる英語学予熱につ

いて指摘がなされても，その指摘に対し現在の英語教育における日本のジェンダー研究者たち

は沈黙を保ったままであった。

　ここ十数年ほどの流れの中で，critical　applied　linguisticsという新しい学問体系［Penny－

cook　2001］が形成され，そうしたパラダイムからこれまで以上に踏み込んだ議論が発表されて

いる［Hall＆Eggington　2000；Schmenk，2005］。その中で，英語教育関係者こそが非英語言

語消滅・人種差別の助長に荷担し，人類の言語権（linguistic　human　rights）を侵害・奪取し



8 Artes　Liberales No．　77，　2005

ているのではないか［Skutnabb－Kangas　2000；2002］，という提言は特に大きな反響を呼ん

だ。応用言語学における代表的研究者の一人であるSkutnabb－Kangasがその著書のタイトル

として用いた用語が，民族大量虐殺を連想させる「言語殺鐵」（linguistic　genocide）という衝

撃的なものだったこともあり，非英語圏からの移民への英語学習プログラム提供に貢献してい

る英語教育関係者からの反発は際立って激しいものとなった。しかしその反発とは対照的に，

英語学習プログラムの恩恵をなかなか受けることができないでいる女性移民たちの立場に注目

し，ジェンダー研究に取り組んでいる研究者たちからは目立った反論はなされなかった。また

日本においても，第二言語習得・使用過程において，ジェンダーを社会構築主義の観点から考

察する搭要性を訴える声が特に日本で働くアメリカ人白人女性英語教師を中心として挙げられ

ている一方で［McMahill　1998；Simon－Maeda　2004］，日本女性の多くの「英語信仰」現象を

指摘し続ける「英語帝国主義論」［津田2000など］に対しては，未だに何の反論も言及もなさ

れていない。TESOLの中のジェンダー研究においては，英語力は女性に力を与える（English

qmpowers　women），とする見方が支配的であり続けていることが伺える。

課題　複合的視座からの応用言語学研究の必要性

　第二言語または第一外国語学習・習得を研究・教育という形で支援する過程において，特定

の学習者層や特定の言語に関するステレオタイプやイデオロギーは当然生み出されるが，その

傾向はその圧倒的な地位故に，英語という特定の言語とその学習者・教育者・研究者に特に顕

著である［Kobayashi，　in　press］。英語教育実践者または英語教育学研究者たちは，効果的な英

語教育を提供し，英語学習を支援し，さらに消極的な態度などその学習や教育の妨げとなる要

素について研究するだけでなく，自らが無意識の内に生み出してしまっているであろう，英語

学習・英語習得・英語使用・英語教育・英語‘・英語学習者，という特定の言語に関するイメー

ジと現実とのギャップにも目を向ける必要がある。具体的には，英語教育関係者が英語・英語

学習に関するイデオロギーを女性といった特定のグループに発信していることはないのか，

「英語をいかした職業」の内情・実情はどうなのか，英語を学習しつづけることで具体的にどの

ような可能性が広がるのか，その可能性を手にしたものたちはどのような英語学習経験者なの

か，など，英語習得に関する現状について多学問的な視座から研究し，その結果を英語学習者

に提供する必要がある。そのような教育的示唆に富む知見を広く社会に公開することで，英語

学習者たちが，ステレオタイプ的，メディア主導の「英語力＝エンパワメント」，というイメー

ジ・イデオロギーにとらわれず，長期的・現実的視点から英語を学問として職業として選択す

るのかどうか，決断するための手助けとしてのまず一歩となるはずである。
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　付記

　本稿は，学会発表報告書（小林葉子2002「ジェンダrと英語学替態度」『第10回社会言語科学会研究大会予稿

集』pp．261－266）を土台にし，． ｻの全体的な枠組みと内容を修正し，最新のデータ・文献を取り入μながら，展

望論文としてさらに加筆したものである。


